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１．教育・保育提供区域とは

（１） 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）の定義

第６１条では、
市町村は、基本指針に即して、５年を１期とする市町村子ども・子育て支援事
業計画を定めるとし、その計画には、次の掲げる事項を定めるとしている。

◇教育・保育提供区域における

各年度の特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業所に係る「量の見込
み（必要利用定員総数）」、「確保の内容」、「実施時期」

◇ 教育・保育提供区域における
各年度の地域子ども・子育て支援事業に係る「量の見込み」、「確保の内
容」、「実施時期」

教育・保育提供区域は、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件及
び教育・保育を提供するための施設の整備状況その他の条件を総合的に勘案
して定める。
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（２） 国の基本指針（案） 抜粋①

小学校区単位、中学校区単位、行政区単位等、地域の実情に応じて、教育・
保育提供区域を定める。

①地域型保育事業の認可の際に行われる需給調整の判断基準となる。
②教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業を通じて共通の区域設定とす
ることが基本。

③ただし、認定区分ごと、地域子ども・子育て支援事業の事業ごとに広域利
用の実態が異なる場合には、実態に応じて、これらの区分又は事業ごとに
設定することが可能。
※認定区分（法19条1項各号の区分をいう。）
１号区分････満３歳以上の学校教育のみ（保育の必要性なし）の就学前子ども ←現在の幼稚園の通園児
２号区分････満３歳以上の保育の必要性の認定を受けた就学前子ども ←現在の保育園の通園児
３号区分････満３歳未満の保育の必要性の認定を受けた就学前子ども ← 〃

教育・保育提供区域は、量の見込み（現在の利用状況＋利用希望）と

確保の内容を計画に記載する際の単位
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補 足

【地域型保育事業】
○小規模保育・・・・6人以上19人以下
○家庭的保育・・・・5人以下（保育ママ）
○居宅訪問型保育・・子どもの居宅で保育する
○事業所内保育・・・従業員の子どものほか地域の子供を保育

【地域子ども・子育て支援事業】
新制度では、地域のニーズに応じた多様な子育て支援を充実させるため、

次の事業を「地域子ども・子育て支援事業」として、法律上に位置づける。
① 利用者支援 ⑧ 延長保育事業
② 地域子育て支援拠点事業 ⑨ 病児・病後児保育事業
③ 一時預かり ⑩ 放課後児童クラブ
④ 乳児家庭全戸訪問事業 ⑪ 妊婦健診
⑤ 養育支援訪問事業その他 ⑫ 実費徴収に係る補足給付を行う
要支援児童、要保護児童等 事業
の支援に資する事業 ⑬ 多様な主体が本制度に参入する
⑥ﾌｧﾐﾘｰ・ｻﾎﾟｰﾄ・ｾﾝﾀｰ事業 ことを促進するための事業
⑦子育て短期支援事業
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（３） 国の基本指針（案） 抜粋②

◇ 教育・保育施設の「量の見込み」に対応する「確保の内容」、「実施時期」

◇ 「量の見込み」に対応する事業ごとに地域子ども・子育て支援事業の「確保

の内容」、「実施時期」

計画に記載する「量の見込み」と「確保の内容」の記載イメージ

満３歳以上満３歳以上満３歳未満満３歳以上満３歳以上満３歳未満満３歳以上満３歳以上満３歳未満
教育標準
時間認定

保育認定保育認定
教育標準
時間認定

保育認定保育認定
教育標準
時間認定

保育認定保育認定

（１号）（２号）（３号） （１号）（２号）（３号） （１号）（２号）（３号）

３００人 ２００人 ２００人 ３００人 ２００人 ２００人 ３００人 ２００人 ２００人

認定こども園、幼稚園、保育園
（教育・保育施設） ３００人 ２００人 ８０人 ３００人 ２００人 １５０人 ３００人 ２００人 １５０人

地域型保育事業
０人 ０人 ２０人 ０人 ０人 ３０人 ０人 ０人 ５０人

０人 ０人 ▲１００人 ０人 ０人 ▲２０人 ０人 ０人 ０人

２年目 ３年目

 ②－①

○○○区域

 ②確保の
　  内容

 ①量の見込み（必要利用定員総数）

１年目

５
年
目
ま
で
記
載

地域子ども・子育て支援拠点事業 １年目 ２年目 ３年目

 ①量の見込み ３０００人（１０か所） ３０００人（１０か所） ３０００人（１０か所）

 ②確保の内容
３０００人（１０か所） ３０００人（１０か所） ３０００人（１０か所）

 ②－① ０人 ０人 ０人

5
年
目
ま
で
記
載
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２．四日市市における教育・保育提供区域の設定

アンケート調査結果のデータは、地域の実情に応じた量の見込みを算定す
るために必要な規模の小さい小学校区別で集計し、基礎データを算出する。

Step 1

基礎データ算出のイメージ
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教育・保育提供区域について、可能性のあるパターンを設定します。

Step 2

区域 小学校区域 行政ブロック（２４地区） 中学校区域 組合わせブロック

地図 貼り付け 貼り付け

区域の概要
小学校区の３９通学区域
に分かれている。

２４行政ブロックで、地区市
民センターや楠総合支所の
管轄区域に分かれている。

中学校区の２２通学区域
に分かれている。

区域数 ３９区域 ２４区域 ２２区域 （例）６区域

平均
未就学児数

○○○人
（○○人～○○○人）

○○○人
（○○人～○○○人）

○○○人
（○○人～○○○人）

○○○人
（○○人～○○○人）

一区域内の
幼稚園数

なし　～１２区
１箇所～１７区
２箇所～１０区

なし　～　４区
１箇所～　８区
２箇所～１０区
４箇所～　１区
５箇所～　１区

なし　～　１区
１箇所～１１区
２箇所～　６区
３箇所～　２区
４箇所～　２区

○箇所～○区
・
・
・

一区域内の
認可保育所数

なし　～　３区
１箇所～２３区
２箇所～１１区
３箇所～　２区

なし　～　１区
１箇所～　８区
２箇所～　９区
３箇所～　３区
４箇所～　１区
６箇所～　２区

１箇所～　６区
２箇所～　８区
３箇所～　４区
４箇所～　３区
５箇所～　１区

○箇所～○区
・
・
・

最小単位の小学
校区域を基本と
し、その組み合
わせにより、例
えば６つ程度な
どのブロックに
区域を設定。
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基礎データをもとに、各パターンにおける未就学児数や年度別の傾向、また
教育・保育施設の入所率などを分析する。

Step 3

項目の説明 分析内容

   過去５年間の10月現在の各区域の未就学児
数（０～５歳人口）

    今後５年間の将来推計人口

   過去５年間の10月現在の各区域の入所児童
数（０～５歳人口）

    ニーズ調査結果から推計される量の見込み

③ 教育・保育施設の
   入所率（充足率）

   対象児童のうち、教育・保育施設に入所し
ている（入所できる）児童の割合（①と②か
ら算出）

   各区域における教育・保育施設（幼稚園、
保育所、認可外保育所など）の年齢別定員数

    待機がある場合はその児童数

⑤ 区域内入所率
   各区域において、入所児童数のうち、同一
区域内に居住している人の割合

   区域外である程度ニーズが完結
しているかどうかを分析する。

参考 ⑥ その他

項目

   入所児童数の年齢別の傾向を分
析する。
現在（平成 25年度）と将来

（ニーズ量）とのギャップを見
る。

① 未就学児数
   将来、対象児童数が増加傾向に
あるのか、横ばい・減少傾向にあ
るのかを分析する。

② 教育・保育施設への
   入所児童数

    道路や宅地開発などの環境変化の要因を把握

分
　
　
　
析

④ 教育・保育施設の
   総定員

   ニーズ量が満たされるだけの教
育・保育施設が、その区域内にあ
るかどうかを分析する。
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１）児童数は適切な規模か

３）区域ごとの量の見込みが算出可能か

４）設定した区域内で不足分を確保するための提供策を打ち出せるか

各パターン評価のポイント

四日市市における教育・保育提供区域を決定

５）設定した区域は、区域外からの通園の比率が高くないか

２）保護者の移動状況などから面積は適切か

設定した各パターンにおける以下のポイントなどの評価を行い、教育・
保育提供区域の設定パータンを決定する。

Step 4


